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（参考）電気通信紛争処理委員会の年次報告に関する参照条文 

 

○ 電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号） 

 

（あっせん及び仲裁の状況の報告） 

第十四条 委員会は、総務大臣に対し、総務省令で定めるところにより、

あっせん及び仲裁の状況について報告しなければならない。 

 

 

○ 電気通信紛争処理委員会手続規則（平成１３年総務省令第１５５号） 

 

（あっせん及び仲裁の状況の報告） 

第三条 令第十四条の規定による報告は、国の会計年度経過後一月以内に、

当該会計年度中における次に掲げる事項についてするものとする。  

一 あっせん及び仲裁の申請件数  

二 あっせんをしないものとした事件及びあっせんを打ち切った事件の

件数  

三 あっせんにより解決した事件の件数  

四 仲裁判断をした事件の件数  

五 その他電気通信紛争処理委員会（以下「委員会」という。）の事務に

関し重要な事項 



はじめに 

本報告書は、電気通信紛争処理委員会令（平成 13 年政令第 362 号）

第 14 条の規定に基づき、平成２７年度における電気通信紛争処理委員会

の活動状況を総務大臣に報告するものである。 

平成２７年度においては、委員及び特別委員が専門的な知見を活かし、

適正かつ迅速な紛争処理活動に取り組み、卸電気通信役務の料金等の見直

しに関する事案を処理し、解決することができた。 

また、事業者等相談窓口において、電気通信設備の接続や再放送同意等

に関する相談対応を３６件行った。 

さらに、紛争処理等を行う際の基礎資料とするため、関係事業分野の動

向把握、事業者間協議の実態調査及び諸外国の紛争処理制度に係る情報収

集を行うとともに、電気通信紛争処理委員会の認知度を向上させるための

周知活動にも取り組んだ。 

本報告書では、第Ⅰ部に委員会の運営状況を、第Ⅱ部に紛争処理の状況

を、第Ⅲ部に委員会のその他の活動状況等を取りまとめている。 

平成２８年４月●●日 

電気通信紛争処理委員会 



 

 

 

 

 

 

 







第Ⅰ部 委員会の運営状況 

第１章 委員及び特別委員の任命状況 

１ 委員の任命 

電気通信紛争処理委員会（以下「委員会」という。）は、電気通信事業、電

波の利用又は放送の業務に関して優れた識見を有する者のうちから、両議院の

同意を得て、総務大臣が任命する委員５名（任期３年）をもって組織される 

（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１４５条及び第１４７条）。 

平成２８年３月３１日現在の委員は以下の５名である。 

【委員】   平成２８年３月３１日現在 

氏 名 役 職 等 任 命 日 

中
なか

 山
やま

 隆
たか

 夫
お

 

（委 員 長） 

弁護士 

中央大学法務研究科教授 

（元福岡高等裁判所長官） 
平成 25 年 12 月 3 日新任 

荒
あら

 川
かわ

   薫
かおる

（委員長代理） 

明治大学総合数理学部 

先端メディアサイエンス学科 

教授 

平成 25 年 12 月 3 日再任 

（第 1 期：平成 25 年 4 月 1 日 

～平成 25 年 12 月 2 日） 

小
お

 野
の

 武
たけ

 美
み

 東京経済大学経営学部教授 平成 25 年 12 月 3 日新任 

平
ひら

 沢
さわ

 郁
いく

 子
こ

 弁護士 平成 25 年 12 月 3 日新任 

山
やま

 本
もと

 和
かず

 彦
ひこ

 
一橋大学大学院法学研究科 

教授 

平成 25 年 12 月 3 日再任 

（第 1 期：平成 22 年 12 月 3 日 

  ～平成 25 年 12 月 2 日） 

２ 特別委員の任命 

委員会には、委員のほか、あっせん若しくは仲裁に参与させ、又は特別の事

項を調査審議させるため、総務大臣が任命する特別委員（任期２年）を置いて

いる（電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号）第１条）。 

平成２７年度においては、特別委員の任期が満了したことに伴い、平成２７

年１１月３０日付けで８名の特別委員が任命された。８名のうち、３名は新任、

５名は再任である。 
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【特別委員】           平成２８年３月３１日現在（五十音順） 

氏 名 役 職 等 任 命 日 

青
あお

 柳
やぎ

 由
ゆ

 香
か

 

横浜国立大学大学院 

国際社会科学研究院 

准教授 
平成 27 年 11 月 30 日新任 

荒
あら

 井
い

    耕
こう

 
一橋大学大学院 

商学研究科教授 

平成 27 年 11 月 30 日再任 

（第 1 期：平成 25 年 11 月 30 日 

～平成 27 年 11 月 29 日） 

大
おお

 橋
はし

   弘
ひろし

 
東京大学大学院 

経済学研究科教授 
平成 27 年 11 月 30 日新任 

加
か

 藤
とう

   寧
ねい

 
東北大学大学院 

情報科学研究科教授 

平成 27 年 11 月 30 日再任 

（第 1 期：平成 21 年 11 月 30 日 

～平成 23 年 11 月 29 日） 

（第 2 期：平成 23 年 11 月 30 日 

     ～平成 25 年 11 月 29 日） 

（第 3 期：平成 25 年 11 月 30 日 

～平成 27 年 11 月 29 日） 

小
こ

塚
づか

 荘
そう

一郎
いちろう

 学習院大学法学部教授 

平成 27 年 11 月 30 日再任 

（第 1 期：平成 23 年 11 月 30 日 

     ～平成 25 年 11 月 29 日） 

（第 2 期：平成 25 年 11 月 30 日 

～平成 27 年 11 月 29 日） 

近
こん

 藤
どう

   夏
なつ

 弁護士 

平成 27 年 11 月 30 日再任 

（第 1 期：平成 23 年 11 月 30 日 

～平成 25 年 11 月 29 日） 

（第 2 期：平成 25 年 11 月 30 日 

～平成 27 年 11 月 29 日） 

矢
や

 入
いり

 郁
いく

 子
こ

 
上智大学理工学部 

情報理工学科准教授 
平成 27 年 11 月 30 日新任 

若 林
わかばやし

 和
かず

 子
こ

 公認会計士 

平成 27 年 11 月 30 日再任 

（第 1 期：平成 23 年 11 月 30 日 

～平成 25 年 11 月 29 日） 

（第 2 期: 平成 25 年 11 月 30 日 

～平成 27 年 11 月 29 日） 
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（退任した特別委員） 

氏 名 役 職 等 退 任 日 

白
しら

 井
い

 宏
ひろし

中央大学理工学部教授 

平成 27 年 11 月 29 日退任 

（第 1 期：平成 19 年 11 月 30 日 

～平成 21 年 11 月 29 日） 

（第 2 期：平成 21 年 11 月 30 日 

～平成 23 年 11 月 29 日） 

（第 3 期：平成 23 年 11 月 30 日 

～平成 25 年 11 月 29 日） 

森
もり

  由
ゆ

 美
み

 子
こ

 
東海大学政治経済学部 

経済学科教授 

平成 27 年 11 月 29 日退任 

（第 1 期：平成 19 年 11 月 30 日 

～平成 21 年 11 月 29 日） 

（第 2 期：平成 21 年 11 月 30 日 

～平成 23 年 11 月 29 日） 

（第 3 期：平成 23 年 11 月 30 日 

～平成 25 年 11 月 29 日） 

若
わか

林
ばやし

 亜理
あ り

砂
さ

 
駒澤大学大学院 

法曹養成研究科教授 

平成 27 年 11 月 29 日退任 

（第 1 期：平成 19 年 11 月 30 日 

～平成 21 年 11 月 29 日） 

（第 2 期：平成 21 年 11 月 30 日 

～平成 23 年 11 月 29 日） 

（第 3 期：平成 23 年 11 月 30 日 

～平成 25 年 11 月 29 日） 
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第２章 委員会の開催状況 

平成２７年度は、次のとおり９回の委員会を開催した。 

会合 日 付 議 事 等 

第 150 回 平成 27 年 

4月 13日

 ～15 日 

あっせん不実行案件の公表について 

※文書による審議（注） 

第 151 回 平成 27 年 

4 月 22 日 

～24 日 

平成 26 年度年次報告の決定及び総務大臣に対する報告 

※文書による審議 

第 152 回 平成 27 年 

6 月 3 日 

株式会社テレビ朝日の放送用施設の視察 

第 153 回 平成 27 年 

 6 月 26 日 

1 地方小規模電気通信事業者及びコンテンツ配信事業者

の協議の実態調査の概要について 

2 米英における紛争処理制度について 

3 あっせん申請の受理及び取扱いについて 

第 154 回 平成 27 年 

9 月 29 日 

1 あっせん事案について 

2 あっせん終了案件に係る大分のケーブルテレビ事業者

からの報告について 

3 情報開示請求対応に係る報告について 

 

委員会の模様 

委員会の模様 

委員会の模様 
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会合 日 付 議 事 等 

第 155 回 平成 27 年 

11 月 27 日 
1 電気通信事業分野における競争状況の評価２０１４に

ついて 

2 電気通信紛争処理委員会令の一部改正について 

3 電気通信紛争処理マニュアルの改訂について 

4 あっせん終了案件について 

第 156 回 平成 27 年

12 月 3 日 

～4 日 

あっせん委員及び仲裁委員対象者の指定について 

※文書による審議 

 

第 157 回 平成 28 年 

1 月 26 日 

1 ＦＶＮＯの現況と課題について（事業者団体からの 

説明） 

2 最近の活動概要及び事業者間協議の状況等について 

（事業者団体からの説明） 

3 あっせん終了案件の公表について 

第 158 回 平成 28 年 

3 月 11 日 

1 電気通信事業法等の一部を改正する法律について

（総合通信基盤局からの説明） 

2 ドメイン名の名前解決サービスに係る諮問事項追加

について（総合通信基盤局からの説明） 

3 ＮＴＴ東西における光回線の卸売サービスの提供状

況について（総合通信基盤局からの説明） 

4 平成２７年度年次報告（案）について 

注：「文書による審議」とは、電気通信紛争処理委員会運営規程第２条第２項に基づく審議（招

集せずに行う委員会）をいう。 
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第Ⅱ部 紛争処理の状況 

第１章 紛争処理の概況 

 

委員会は、次の３つの機能を有している。 

① 電気通信事業者間、電気通信事業者とコンテンツ配信事業者等との間、 

ケーブルテレビ事業者等と地上基幹放送（地上テレビジョン放送）事業者と 

の間等の紛争に対し、「あっせん」や「仲裁」を実施すること（電気通信事 

業法第１５４条から第１５７条の２、電波法第２７条の３５、放送法第 

１４２条） 

② 総務大臣が、接続協定等の細目の裁定、業務改善命令等を行う際、総務大 

臣から諮問を受け、審議・答申を行うこと（電気通信事業法第１６０条、 

放送法第１４４条） 

③ あっせん・仲裁や諮問に対する審議・答申に関し、競争ルールの改善等に 

ついて意見があれば、総務大臣に対し勧告を行うこと（電気通信事業法第 

１６２条） 

また、事務局に事業者等相談窓口を設けて、事業者間の紛争に関する相談や問

合せに対応している。 

 平成２７年度に行ったこれらの紛争処理の状況は、次のとおりである。 

なお、委員会の機能等については資料編の【資料１】、委員会設置以降これま 

での紛争処理の概況については資料編の【資料２】のとおりである。 

１ 紛争処理件数 

  平成２７年度に委員会が受け付けたあっせんの申請は１件であり、あっせん

委員による意見聴取及び調整を経て、両当事者の合意により解決した。なお、

仲裁の申請はなかった。 

あっせん・仲裁の処理件数（平成２７年度） 

あっせん申請 処理終了 処理中 

１ １ ０ 

 （解決        １） 

 （合意に至らず取下げ ０） 

 （あっせん打切り   ０） 

 （あっせん不実行   ０） 

 

 

 

 

 

 

 

仲裁申請 処理終了 処理中 

０ ０ 

      （仲裁判断    ０） 

０ 
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２ 審議・答申 

平成２７年度中、総務大臣からの諮問はなかった。 

３ 勧告 

平成２７年度中、総務大臣への勧告は行わなかった。 

４ 事業者等相談窓口における相談 

平成２７年度は、事業者等相談窓口において、３６件の相談及び問合せを

受けた（平成２６年度は２６件）。相談内容ごとの受付件数及び相談対応結

果は、次のとおりである。 

相 談 内 容 受 付 件 数 

① 卸電気通信役務の提供 １４件 

② 電気通信役務の提供に関する業務の委託 ２件 

③ コンテンツ配信事業等に関する契約 １件 

④ その他電気通信に係る契約 ７件 

⑤ 地上基幹放送の再放送に関する同意 ８件 

⑥ 手続の照会 ２件 

⑦ その他 ２件 

計 ３６件 

※ 同一案件に係る複数回の相談を含む。 

相談対応結果 件 数 

① あっせん等の申請があった １件 

② 事業者間の協議等が進捗し解決した ３件 

③ 事業者間協議を継続することとなった １９件 

④ 事業者の判断により、協議の継続等を行わない

こととした 
０件 

⑤ 手続に関する説明を行った ３件 

⑥ その他 １０件 

計 ３６件 

※ 同一案件に係る複数回の相談を含むことから、③に計上されているものの中には、 

既に終了（最後の相談を②に計上）している案件がある。 
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【出典：第 155 回委員会資料】 

年度末比＋5.0％）、携帯電話の契約数は１億 4,998 万（同＋5.4％）となっ 

ている。 

・３.９世代携帯電話（ＬＴＥ）の契約数は 6,778 万（同＋46.0％）で、携帯 

電話の契約数に占める割合は 44.4％（同＋12.2％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）移動系通信のシェア及び市場集中度 

・移動系通信のグループ別契約数シェア：ＮＴＴドコモは 42.4％（前年度 

末比＋0.2 ポイント）、ＫＤＤＩグループは 28.6％（同＋0.5 ポイント）、 

ソフトバンクグループは 29.0％（同▲0.7 ポイント）となっている。 

・グループ別に見た移動系通信市場全体の市場集中度は 3,455 であり、ほ 

ぼ横ばいで推移している。 

・ＮＴＴドコモは契約数シェアのほか、収益シェア及び端末設備シェアに 

おいても 40％を超過したが、収益シェアは減少傾向となっている。 
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【出典：第 155 回委員会資料】 

（３）移動系通信各社の新料金プラン（スマートフォン） 

・２０１４年６月以降、ＭＮＯ各社はデータ通信に係る料金プランの多段階

化と通話定額制等の組み合わせを内容とする新料金プランを導入してい

る。 

・新料金プラン利用者のデータ通信のプラン別契約割合は、２ＧＢ上限が 

44.7％と半数近くを占めている（競争評価 2014 利用者アンケート）。 

【出典：第 155 回委員会資料】 

出所：各社ウェブサイトを基に総務省作成 

（注）税抜・2015 年３月末現在
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 （４）ＭＶＮＯサービスの動向 

・ＭＶＮＯサービスの契約数（ＭＮＯであるＭＶＮＯの契約数は除く）は 

952 万（前年度末比＋28.9％）であり、事業者数（ＭＮＯであるＭＶＮＯ 

は除く）は１８１社（同＋25 社）である。 

・移動系通信の契約数に占めるＭＶＮＯサービスの比率（ＭＮＯである 

ＭＶＮＯの契約数は除く）は 6.1％（同＋1.1 ポイント）となっている。 

・ＭＮＯの新料金プラン提供開始後、ＭＶＮＯ各社は直接的な料金値下げの 

他、実質的な料金値下げとなるデータ通信増量を実施している。この結果、 

月１,０００円程度で利用可能なデータ容量は、３ギガバイトが一般的 

   （２０１５年７月時点）となっている。 

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

（５）ＳＩＭロック解除の普及状況 

・２０１４年度末におけるＳＩＭロック解除可能な端末の種別数は、当該年 

度に発売された種別数８２のうち、３２（39.0％）となっている。 

・ＳＩＭロックの認知度は約 83％に上昇した。 

・２０１４年１２月、２０１５年５月１日以降新たに発売される端末につい 

ては、原則無料でＳＩＭロック解除を行うこととするよう「ＳＩＭロック 

解除に関するガイドライン」を改正した。 

 

 

 

【出典：第 155 回委員会資料】
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平成28年2月25日 

兵庫県神戸市 

ＩＳＰ＆クラウド事業者の集い in 神戸 

【主催】 

一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会 

２ 委員会パンフレットの改訂及び事業者等への配付

委員会のパンフレットについて、より分かりやすい内容とするとともに、今

までの堅いイメージから親しみのあるイメージに変更する改訂を平成２７年

５月に行った。改訂したパンフレットは【資料４】のとおりであり、

１，２１２の電気通信事業者等に配付した。 

また、パンフレットとは別に、全国約７，５００の届出電気通信事業者に  

対し、当委員会が取り扱う事案及び相談窓口等を記載した資料を配付した。 

３ 委員会ホームページのリニューアル

委員会のホームページについても、委員会パンフレットと同様に、親しみや

すいデザインに変更するとともに、調べたい項目が見つけやすいようにリンク

を工夫する等、利用者にとって理解しやすく、使い勝手の良いものとなるよう

平成２８年２月に見直しを行った。 

  リニューアル後のホームページ（トップページ）は【資料５】のとおりであ 

る。 

４ 電気通信紛争処理マニュアルの改訂

平成２６年４月から平成２７年１１月までに終了・公表した３件のあっせん

事例及び１件のあっせん不実行事例の追加、その他関係資料の現行化等を行っ

た「電気通信紛争処理マニュアル － 紛争処理の制度と実務 － 」を平成２７

年１２月に作成し、委員会ホームページに掲載した。 
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２ 放送法の改正に伴う電気通信紛争処理委員会令の改正

（１）放送法の改正概要 

   地方分権を推進するため、辺地共聴施設等の小規模な共聴施設により行わ

れる地上基幹放送（地上テレビジョン放送）等の再放送（小規模施設特定有

線一般放送）の業務に関する事務・権限を、総務大臣から都道府県知事に移

譲すること等を内容とする放送法の改正が行われた。 

（２）電気通信紛争処理委員会令の改正 

電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号。以下「委員会令」

という。）第３条では、委員会は所掌事務を遂行するために必要があると認

めるときは、「関係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明そ

の他必要な協力を求めることができる」となっている。 

今回の放送法改正により、小規模施設特定有線一般放送の業務に関する事

務・権限が都道府県知事に移譲されることから、都道府県知事に対しても委

員会が再放送同意に関するあっせん等に必要な資料の提出等を求めること

ができるようにするため、委員会令の改正を行った。 

本件委員会令改正を含む、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う総務

省関係政令の整備に関する政令」（平成２７年政令第４１７号）は、平成  

２７年１２月１６日に公布された（平成２８年４月施行）。 

【改正後の委員会令】〔下線部分を追加〕 

 （資料の提出等の要求） 

第三条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、

関係行政機関の長又は関係都道府県知事に対し、資料の提出、意見の開陳、

説明その他必要な協力を求めることができる。 
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電気通信紛争処理委員会の概要電気通信紛争処理委員会の概要

資料１

１．電気通信紛争処理委員会の設置・組織

大 臣 官 房

総 務 大 臣

総合通信基盤局

情報通信国際戦略局

情報流通行政局

事 務 局 長

○ 特別委員８人（非常勤・任期２年）

￭ 総務大臣が任命

￭ あっせん、仲裁に参与。

○ 委員５人（非常勤・任期３年）

￭ 委員は国会の同意を得て総務大臣が任命

○ 委員会の事務を処理するために、委員会
に事務局を設置。

事務局は、通信・放送事業者の監督を担当
する部局から独立し、専門性・中立性を確保。

電気通信紛争処理委員会

事 務 局

参 事 官

紛争処理調査官

上席調査専門官（２名）

調査専門官（３名）

平成13年11月30日に電気通信事業者間の接続等に関する紛争を迅速・公正に処理する専門的
組織として設置（当初の名称は「電気通信事業紛争処理委員会」）。

平成23年6月30日、放送法等の一部改正により、委員会の扱う紛争に放送分野等の紛争が追加

されるとともに、「電気通信紛争処理委員会」と名称変更。

・設置の背景には、電気通信サービスの高度化・多様化により、接続等を巡る紛争が増大・複雑化したことなどがある。

・電気通信紛争処理委員会の設置は、電気通信事業法に規定。

事 務 局 長

参 事 官

紛争処理調査官

上席調査専門官

調査専門官
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４．事業者等相談窓口の設置

電気通信紛争処理委員会の事務局では、事業者等向けの相談窓口として、専用
の電話、メールアドレスを設け、事業者間での協定・契約に関する協議が難航した
場合等の相談に応じ、アドバイスや参考情報の提供等を幅広く行っている。

◆ 相談は、委員会のあっせんや仲裁手続の利用を前提とするものではないため、
協議中のものや今後の対応を決めていない案件についても受け付け。

◆ 「あっせん申請が可能な事案かどうか判断がつかない」といった相談や「あっせん
の手続（制度の概要や申請の方法等）を知りたい」等の問い合わせについても幅広く
受け付け。

◆ 相談は、無料・非公開。
◆ 相談者の了解なしに、相談内容を相手方事業者に伝えることはない。

事業者等相談窓口とは？
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１ あっせん ６６件

２ 仲裁 ３件

３ 諮問・答申 ９件

４ 勧告 ３件

○ 「接続に係る費用負担」に関する件（２件） ○ 「接続に必要な工事」に関する件（１件）

○ 業務改善命令（３件） ○ 接続に関する協議再開命令（２件）

○ 接続協定等の細目に関する裁定（２件） ○ 土地等の使用に関する認可（１件）

○ 地上基幹放送（地上テレビジョン放送）の再放送の同意に関する裁定（１件）

○ 他事業者によるＮＴＴ局舎の利用に関するルールの整備（１件）

○ 通信事業者間の接続において適正な料金設定を行い得る仕組みの整備（１件）

○ ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の円滑な協議に資する措置の検討（１件）

○「接続に係る費用負担」に関する件（３９件） ○「接続に必要な工作物の利用」に関する件（５件）

○「接続の諾否」に関する件（５件） ○「設備の利用・運用」に関する件（２件）

○「接続協定の細目」に関する件（２件） ○「接続に必要な工事」に関する件（１件）

○「卸電気通信役務の提供のための契約の細目」に関する件（３件）

○「電気通信役務の提供に係る契約の取次ぎ」に関する件（１件）

○「地上基幹放送（地上テレビジョン放送）の再放送に関する同意」に関する件（８件）

（※いずれも、他方事業者が申請を行わず、仲裁は不実行。その後、あっせんや大臣命令に移行。）

これまでの紛争処理の概況（平成28年3月31日現在）
資料２

注1：「合意が成立し解決」は、当事者間の協議により解決した事件16件及びあっせん案の受諾により解決した事件27件の合計。
注2：「不実行」とは、一定の場合（他方当事者があっせんを拒否した場合、相手の社会的信用の低下を目的としていると認められる場合等）に委員会があっせんしないこと。

不実行 (注2)
4件 (6.1％)

合意が成立し解決 (注1)

43件(65.2%)
合意に至らず
（申請取下げ・打切り）
19件(28.8%)

接続の諾否
5件（7.6％）

接続に必要な
工作物の利用

5件（7.6％）

卸電気通信役務の提供
のための契約の細目

3件（4.5％）

設備の利用・運用
2件（3.0％）

接続協定の細目
2件（3.0％）

契約締結の媒介
その他の業務委託

1件（1.5％）

地上基幹放送の
再放送の同意
8件（12.1％）

接続に必要な工事
1件(1.5％）

（参考）紛争処理件数の内訳

２ あっせんの紛争内容１ 紛争処理等の年度別件数

３ あっせんの処理結果

5

19

1

4
3

14

2
3

7

3
4

1
1

2
3

2
1 1

1 11 1 1

59

34
40

57

17

15

7

10

26

36

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

あっせん 仲裁 諮問・答申 勧告 相談

注：相談件数は、１８年度以降
のもののみ集計。同一案件に係
る複数回の相談（電話・メール・
来訪等）を含む。
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【電気通信紛争処理委員会パンフレット】 資料４
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